
 

 

 

 

 

 

 

 

 厚生労働省の歯科保健課の奥田と申します。 

 それでは私のほうから、今日は歯科医師法の改正（歯科医師養成課程の見直し）につい

て御説明申し上げます。 

 今日のお話ですが、まず、歯科医師養成課程の見直しに向けた議論の状況というところ

で、資料の 4 枚目ですけれども、シームレスな歯科医師の養成に向けた改革全体案という

ことで、これまで歯学教育、臨床研修等におきまして一貫した目標設定がなされておらず、

連続性に乏しいと評されてきておりまして、卒前・卒後の一貫した歯科医師養成が求めら

れているところでございます。 

 また、こうした中で、シームレスな歯科医師養成に向けて、医道審議会歯科医師分科会

というところで議論をしてきましたけれども、現在の歯学部の卒前臨床実習に関する考え

方といたしまして、平成 15 年の江藤先生の厚生労働科学特別研究で考え方が示されており

ます。 

 卒前臨床実習に関しましては、歯科医師でなければ基本的に歯科医療をしてはならない

という法第 17条の規定がございますが、ここに書いているような条件下でありましたら法

17 条の違法性が阻却されると考えられるということで、卒前の臨床実習の実施のための条

件等が取りまとめられております。 

 さらに、歯学教育における臨床実習の内容と分類ということで、平成 28年度改訂版の歯

学教育モデル・コア・カリキュラムにおきまして、臨床実習の別表といたしまして、歯学

教育の中の臨床実習の内容と分類について示されているところでございます。 

 さて、OSCE 公的化に向けた検討の中で、現在の OSCE の実施状況・今後の予定・課題を

まとめているスライドです。時点が令和元年 9 月ということで、少し古い当時の資料では

ございますが、このとき OSCE 公的化・国家試験化した場合の利点・課題と考えられるもの

をまとめておりまして、利点としては、実施体制・出題課題・合格基準の統一が図れると

いうこと、それから、臨床実習している学生さんが公的な試験を受けて合格しているとい

う安心感を与えるメッセージとなることが考えられます。 

 一方で課題といたしましては、全国統一的な模擬患者、あるいは評価者、それから実施

場所等の確保が困難であるというような課題も、このときに考えられていたという状況で
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ございます。 

 こういった中で、公的化の是非についてどうしていくかということを、歯科医師分科会

の中で議論してまいりました。そのときの資料がこちらでございますが、まず共用試験・

臨床実習に関する現状ということで、その当時の議論の論点でございますが、まず CBT に

関しては、その合格基準が各大学に委ねられており、合格者の質が均てん化されていない

可能性があるのではないか。 

 そして Student Dentist に関しては、Student Doctor に関して公的な位置づけに関する

議論が始まったということもあり、歯科医師についても同様に検討が必要ではないかとい

うことで、令和元年 9 月から、共用試験の公的化、それから Student Dentist の位置づけ、

歯科医行為についてどのように考えるかということを議論していただいておりました。 

 その際にいただいた御意見といたしましては、まず共用試験に関して、公的化に資する

ものであり、適正に運営されているか評価して担保することが重要ではないか。そして公

的化する場合には、OSCE と CBT は一体として考えたほうがいいのではないか。一方で、公

的化に当たっての課題は、CBT と OSCE それぞれで違うのではないかといったような御意見

がございました。 

 さらに、公的に Student Dentist を位置づけた場合の法的な整理の考え方ですが、こち

らは図を見ていただければと思いますが、学生が所属する大学、診療を行う医療機関、診

療を受ける患者、それから診療を行う、新たに公的な位置づけを行う Student Dentist、

それぞれの考え方、流れを示しているイメージ図でございます。参考として御覧ください。 

 OSCE の公的化に向けた議論をいただいた分科会からの意見として、この赤い囲みの中に

ありますように、共用試験 OSCE に関して、評価結果が一定の高得点に分布が集中している

ということについて、評価者の質を向上させることで問題が改善されるのか、あるいは課

題の見直しで改善されるのか等、その改善方策について非常に重要な課題であるため、OSCE

の評価の質の向上の検討が必要ではないかということ。 

 それから、公的化に際して、その評価の質の向上が重要であるが、内部評価者及び外部

評価者の質の向上に向けた取組が必要ではないかということ。 

 さらに、外部評価者につきましては認定士制度になっているんですけれども、内部評価

者についてはそういう制度がなく、内部評価者の質のばらつきが大きいのではないか。OSCE

の公的化に向けては、その内部評価者についても、こうしたばらつきを是正するためのワ

ークショップや認定制度が必要ではないかといった御意見をいただきました。 

 このように分科会によって議論してきまして、令和 2年、昨年の 5月に報告書が公表さ

れまして、その報告書の内容を、ここから 4枚ほどスライドでまとめております。 

 また追って御一読いただければと思いますが、簡単に申し上げますと、まず、卒前・卒

後の一貫した歯科医師養成の必要性というところ、それから、Student Dentist につきま

してですけれども、歯学生の質を担保することと、その歯科医行為について法的な位置づ

けを行うことが重要であるということ。 
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 それから共用試験の公的化に関しましてですけれども、CBT は既に問題の精度管理やそ

の評価の手法が確立しているという観点からも、公的化に相当する試験であると考えられ

る。一方で OSCE に関しましては、例えばですが、客観的な評価の信頼性のさらなる向上の

ために取組がさらに必要であるとか、公平に判断される体制の構築等についての検討が必

要であると書かれております。 

 さらに、いわゆる Student Dentist の法的位置づけに関しては、実習において歯科医行

為を行う Student Dentist を法的に位置づけることが可能となるということで、法的位置

づけに向けて進めてきたところでございます。 

 法的に Student Dentist を位置づけた場合であっても、参加型臨床実習の充実のために

は患者の協力が不可欠であり、広く周知する取組が必要であることとか、あとは常に歯科

医師の指導・監督の下で行われることが原則であるということも、改めて記載しておりま

す。 

 こうした議論を受けて、今般、歯科医師法の改正を行いました。その法律案がこちらで

ございまして、今年の 1月から開催されておりました通常国会に法案を提出し、5月の 21

日に可決され、5月 28日に公布されております。この赤い囲みの中に「医師養成課程の見

直し」とございまして、歯科医師についても同様の見直しを行っております。 

 この小さい字で書いてある施行の時期についてですが、こちらは医師に関する施行の時

期でございまして、歯科医師に関しては施行時期が 1 年遅れまして、①に関しては令和 8

年 4月 1 日、②に関しては令和 6年 4月 1 日となっております。 

 改正の具体的な内容について御説明申し上げます。 

 まず 1 点目が、歯科医師国家試験の受験資格における共用試験合格の要件化というとこ

ろでございまして、共用試験も既に実施されているところでございますが、この共用試験

につきまして、歯科医師国家試験の受験資格の要件として歯科医師法上に位置づけること、

そして共用試験に合格していることを臨床実習において歯科医業を行うための要件とする

ために必要な改正を行いました。 

 さらに、歯学生が臨床実習において行う歯科医業の法的位置づけの明確化というところ

で、共用試験に合格した歯学生について、歯科医師法第 17条の規定に関わらず、臨床実習

において、歯科医師の指導監督の下で歯科医業に関する知識・技能を修得するための歯科

医業を行うことができるという規定を設けることといたしました。 

 こちらが新旧表になりまして、細かい法案のことを書いているんですが、この第 17条の

2 のところで、共用試験に合格したら歯科医業を行うことができるという規定が新たに追

加されるところと、それから、第 11条の国家試験の受験資格に関して、共用試験に合格し

たことが受験資格に新たに追加されるという改正を行っております。 

 こういった背景の中で厚労省が取り組んでいる事項といたしまして、OSCE の評価に関し

て、現状まだ客観的な評価の信頼性のさらなる向上が求められておりますので、評価者の

養成のためにも、その検討を今年度から行っていく予定でございます。 

39



 最後に今後の予定でございますけれども、先ほど御説明した今年度の事業において、OSCE

の公的化に向けて評価の質の向上等に関して検討を行っていくとともに、医道審議会歯科

医師分科会の下に共用試験に関する部会を設置いたしまして、共用試験のポリシー等につ

いて検討していく予定でございます。 

 そして、令和 6 年には歯科医師法に基づく共用試験の実施、そして令和 8 年には共用試

験合格を国家試験の受験資格の要件とするというふうに進めていく予定でございます。引

き続き厚生労働行政に御協力のほど、どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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 歯学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂に関する調査研究チームの座長の河野でご

ざいます。よろしくお願いいたします。今回のワークショップでお時間をいただきました

ので、簡単に令和 2年度の活動報告をさせていただきます。 

 この事業の目的は、全国の歯科大学・歯学部でのコアカリの実施状況の分析を行い、改

訂のための資料を収集し、改訂素案を作成することです。 

 令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の蔓延によって、歯学教育の停滞や教育方略の

見直しなどの対応が迫られましたので、全国の歯科大学・歯学部のコアカリへの対応状況

に加え、コロナ禍での教育方略についての調査を行うとともに、コアカリの教育効果の検

証調査を、臨床研修の指導医と令和 2 年度の研修医を対象に行いました。 

 スライドに調査研究チームの構成を示します。歯学教育学会の中から専門領域を考慮し

て 12人を選抜し、調査研究チームを構成いたしました。共用試験実施評価機構と文部科学

省の技術参与の先生方に協力者として加わっていただき、事業を実施しております。 

 令和 2 年度はこの調査研究チームの中に四つのワーキンググループをつくり、改訂のた

めの基礎資料を得るためにアンケート調査を行いました。時間が限られますので、この調

査の主立ったところを御説明したいと思います。 

 まず、コアカリの実施状況における調査の概要をスライドに示しました。全国の 29歯科

大学・歯学部を対象に行いました。回答は全ての大学から頂き、回答率は 100％でした。

調査の内容は、下方のここに示す 8項目でございます。 

 「平成 28年度改訂版のコアカリが導入されたことによって、貴大学のカリキュラム改訂

を行いましたか」の質問に対して、5施設が全面的に、21 施設が部分的に改訂を行ったと

いう回答を得ました。 

 その改訂の時期は平成 28 年度が最も多く、次いで平成 29年度以降でした。 

 シラバスの内容の見直しは、10 施設で全面改訂、18 施設で部分改訂、改訂をしていない

という施設が 1施設ありました。 

 改訂の内容は、科目の追加・廃止、開講時期や授業時間の変更、教育内容の修正等が挙

げられていました。 

 診療参加型臨床実習については、今回スライドの上部に示します定義を示した上で回答

 

歯学教育モデル・コア・カリキュラム改訂等に関す

る調査研究チーム令和 2 年度報告 
歯学教育モデル・コア・カリキュラム改訂等に関する 

調査研究チーム座長 

河野 文昭 
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していただきました。その結果、29施設中 25施設で全面導入、4 施設で部分導入というこ

とで、全ての施設で診療参加型臨床実習が実施されているという回答でした。 

 また、コアカリ G領域の臨床実習の内容と分類は、全ての大学でこれらを参考に臨床実

習のケースを決めていることが分かりました。 

 さらに、「診療参加型臨床実習のためのガイドライン（案）」は、1 施設を除いて利用し

ているとの回答を得ました。 

 診療参加型臨床実習実施の上での課題を挙げてもらいますと、やはり患者の確保が 22

施設と最も多く、次いで設備や教育環境などのハード面、さらに指導歯科医の質や量の問

題が取り上げられております。 

 アンケートは変わりますが、次いで臨床研修指導歯科医へのアンケート調査の概要を示

しています。調査は全国の歯科大学・歯学部の附属病院やその協力型研修施設で、臨床研

修に 7年以上携わっている指導歯科医を対象として行いました。調査項目はスライドの下

方に示す 6項目です。 

 平成 23年から平成 29年度までの研修医さんは 22 年度改訂版コアカリ前の学修者、平成

30 年以降の研修医は平成 22 年度改訂版コアカリの学修者ですので、その両者を受け入れ

て研修指導を行った 45 名の指導医を対象として、平成 22 年度改訂版コアカリの効果の検

証を行ってもらいました。 

 平成 28年度改訂版コアカリの「歯科医として求められる基本的な資質・能力」に挙げら

れる九つの能力について、受入れ研修医の評価を指導歯科医にしてもらいました。上段は

平成 29 年度以前の、下段は平成 30年度以降の研修医の評価を示しています。患者に対す

る責任感、コミュニケーション能力、基本的な治療、課題探求・問題解決能力、医療安全

対策の5項目で、平成29年度以前の研修医に対する評価よりも高い結果となっております。 

 臨床研修指導医が考える歯学部教育に強化すべき項目は、そこに赤で囲んであります診

断能力、臨床推論、基本的臨床技能、全身管理、治療計画の立案でした。 

 次に行って、令和 2 年度の研修医さんに対するアンケートの概要を示します。調査項目

は下のほうに示す 7項目です。 

 回答者は、平成 30年度以降の卒業生 1,127 名と、平成 29 年度以前の卒業生 86名の合計

1,213 名です。 

 研修医が受けた診療参加型臨床実習の充実度は、平成 29 年度以降は「充実していなかっ

た」の割合は低くなっています。 

 次いで、臨床研修開始時点での歯科医としての基本的な能力の修得度の自己評価を聞い

た回答です。基本的な治療、高齢者・要介護者への対応能力が最も低く、次いで、医学的

知識、科学的・論理的思考、課題探求・問題解決能力が低い傾向にありました。 

 研修医が考える歯学教育に強化すべき項目は、診断能力、治療計画の立案、臨床推論、

基本的臨床技能、全身管理と、優先度は異なりますけれども、指導歯科医が選んだ項目と

同じ項目でした。 
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 現在の研修医の有する歯科に関する知識の向上は、多くの意見から明らかであると考え

られます。しかし、診療参加型臨床実習の質的・量的不足を指摘する意見が多く見られま

した。 

 一口腔単位で口腔内を評価して治療計画の立案につなげる教育や、診療録の記載なども、

卒前教育にある程度含めてほしいという意見も散見されております。 

 最後の調査は、コロナ禍での講義等の実施状況調査です。その概要をスライドに示しま

す。全国の歯科大学・歯学部を対象に行いました。これも回答率は 100％でしたが、一部

未記載の部分があるものがありましたので、有効回答率は 96.6％となりました。 

 スライドは、令和 2年度の講義等の実施状況を月ごとに示したものです。基礎系の実習、

解剖実習、シミュレーション実習は、第 1 波の感染状況が落ち着いてから対面での実施が

月ごとに増えているのに対して、講義は 10 月以降、対面での講義が減少し、双方向のオン

ライン講義が増える傾向にありました。 

 次いで、診療参加型臨床実習以外の臨床実習は、半数は対面で実施、半数はシミュレー

ション実習やレポート、双方向のオンライン実習で対応している状況でした。診療参加型

実習は 4 月・5月はほとんど行われていない状況でしたが、10月以降は約 6 割の施設で再

開、2 割が見学型で対応、その他シミュレーション実習やレポートで対応している状況で

した。 

 多くの施設で、多様なニーズを踏まえた様々な教育内容及び学修方略の見直しがコアカ

リ改訂を契機として行われていましたが、対応できない施設も見られました。 

 コアカリ改訂により診療参加型臨床実習は全ての施設で行われており、臨床実習の内容

と分類及び診療参加型臨床実習実施のためのガイドライン（案）は活用されていました。

令和 6年度より、歯科医師法の改正により Student Dentist の称号が与えられて、臨床実

習で実施できる歯科医療行為の拡大が期待されることから、これらの改訂は必須であると

思われます。 

 研修指導医から、一口腔単位での治療計画の立案につなげる教育を含めてほしいという

意見が得られました。患者中心の歯科医療を実践するために、臨床推論、歯科での検査、

総合治療計画の立案能力などの強化をする必要があると思われます。 

 以上、令和 2年度の事業の要点のみを報告させていただきました。本年度はコアカリ改

訂素案の作成を目指しておりますので、参加者の皆さんの忌憚のない御意見をいただけれ

ば幸いです。今後も御協力のほどよろしくお願いします。 

 報告書の URL を記載しておりますので、詳細は報告書を御覧ください。 

 御清聴ありがとうございました。 

56



1

2

57



3

4

58



5

5

21

3

6

59



10

18

1

7

8

60



9

10

61



11

12
62



13

14

63



15

16

64



17

18

65



19

20

66



21

22

67



23

24

68



25

69


